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インドネシアＷＧの開催状況報告 

 
＝インドネシアＷＧの概要＝ 

【経緯】 

●平成２２年１１月１１日 インドネシアＷＧ設置し、第 1 回ＷＧを開催 
●平成２２年１２月 ２日 日インドネシア港湾セミナーを開催 
●平成２２年１２月１４日 第１回コアメンバー会議を開催 
●平成２３年 １月１９日 第２回コアメンバー会議を開催 
●平成２３年 ２月１５日 第３回コアメンバー会議を開催 
●平成２３年 ３月２５日 第２回ＷＧを開催 

 
【ＷＧ登録企業（５０音順）及びコアメンバー（黄色）】 

●ＷＧ登録企業：５４社 
●コアメンバー：８社 
●ＷＧとりまとめ役：三井造船 清原英人氏、日本工営 工藤直樹氏 

株式会社ＩＨＩ 大成建設株式会社 

ＩＨＩ運搬機械株式会社 中央復建コンサルタンツ株式会社 

青木マリーン株式会社 ＴＣＭ株式会社 

あおみ建設株式会社 東亜建設工業株式会社 

株式会社イコーズ 東京計器株式会社 

伊藤忠商事株式会社 東洋建設株式会社 

株式会社エコー 豊田通商株式会社 

株式会社ＮＴＴデータ 日建工学株式会社 

株式会社大林組 株式会社日新 

株式会社オリエンタルコンサルタンツ 日本アイ・ビー・エム株式会社 

鹿島建設株式会社 日本工営株式会社 

株式会社上組 日本郵船株式会社 

基礎地盤コンサルタンツ株式会社 株式会社ニュージェック 

株式会社駒井ハルテック パシフィックコンサルタンツ株式会社 

五洋建設株式会社 日立造船株式会社 

ＪＦＥスチール株式会社 株式会社フジタ 

シバタ工業株式会社 株式会社本間組 

清水建設株式会社 丸紅株式会社 

株式会社商船三井 株式会社みずほコーポレート銀行 

新日鉄エンジニアリング株式会社 三井倉庫株式会社 

新日本製鐵株式会社 三井造船株式会社 

住友金属工業株式会社 三井物産株式会社 

住友ゴム工業株式会社 三菱重工業株式会社 

住友重機械エンジニアリングサービス株式会社 三菱商事株式会社 

住友商事株式会社 三菱倉庫株式会社 

株式会社住友倉庫 りんかい日産建設株式会社 

双日株式会社 若築建設株式会社 
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＝各会合の開催概要＝ 

【第 1回ＷＧ】 

日 時）平成２２年１１月１１日（木）１３：３０～１５：００ 
場 所）中央合同庁舎７号館共用会議室９０４ 
出席者）民間企業４５名、関係機関１２名、政府関係者７名 
議 事） 
 ・インドネシアＷＧについて 
 ・インドネシアにおける港湾物流プロジェクトの情報提供 
   －ＪＩＣＡの取り組みについて（ＪＩＣＡ） 
   －インドネシアにおける港湾開発・運営の状況（ＯＣＤＩ） 
 ・政府間協議における先方政府への要望事項 
 ・日インドネシア港湾セミナーの実施について 
 ・インドネシアＷＧの進め方について 
・コアメンバーの選出 

 
■ＪＩＣＡより、「ＪＩＣＡの有するツール」や「ジャカルタ首都圏に関する開発計画」等を情報

提供頂き、ＯＣＤＩより、「インドネシア港湾開発に関する外国企業の進出状況」や「インドネ

シア港湾セクターの動向」等を情報提供頂いた。 
■次期開催の政府間協議やセミナーについての意見交換を実施した後、最後に本ＷＧの中心とな

るコアメンバーを選出するため、ＷＧ企業へ希望を募り、以下の企業がコアメンバーとして承

認された。 
  伊藤忠商事、オリエンタルコンサルタンツ、上組、五洋建設、 

新日本製鐵、住友商事、日本工営、三井造船 
 
 
 
【日インドネシア港湾セミナー】 

日 時）平成２２年１２月２日（木）８：３０～１３：００ 
場 所）ジャカルタ サリパンパシフィックホテル４Ｆ 
出席者）インドネシア側６２名、日本側６６名（民間企業２６社） 
議 事） 
 ・インドネシア運輸省バンバン副大臣、国土交通省宿利国土交通審議官より挨拶 
 ・日本側プレゼンテーション 
   オリエンタルコンサルタンツ、ＪＦＥスチール、新日本製鐵、五洋建設、 
   東亜建設工業、三井造船、ＩＨＩ、ＩＨＩ運搬機械、シバタ工業、上組 
   国土交通省港湾局、国際協力機構、国際臨海開発研究センター 
 ・インドネシア側プレゼンテーション 
   インドネシア運輸省海運総局 
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見学会）セミナー終了後、タンジュンプリオク港の視察と関係者との意見交換を実施。 
 

■プレゼンテーションにおいては、政府側から「インドネシアにおける開発援助の実績」や「今

後の開発計画及び港湾行政機構の改革」について発表され、本邦企業からは「各企業が所有す

る技術」や「インドネシア国を含む海外での実績等」について発表された。 
■セミナー実施後のアンケート結果では、インドネシア側より、「日本の技術に興味を持った。」

「インドネシアの港湾が、日本の技術によって国際的に肩を並べられるようになることを願っ

ている。」などの回答があった。 
■一方、日本企業より、プレゼンの方法や時間配分に課題があったとの意見もあり、今後より効

果的なセミナーを実施すべく検討していきたい。 
 

 
セミナー開催の様子 
 
 
【コアメンバー会議】 

インドネシアＷＧを設置後、３回に渡りコアメンバー会議を開催。第１回会議において、ＷＧの

とりまとめ役として、三井造船清原氏、日本工営工藤氏を選出。議事内容については、主に次回以

降のインドネシアＷＧで取り上げるべきテーマについて議論を行った。主な提案内容は以下のとお

り。 
 
■他国（中国、韓国、欧米）での官民共同の実態を事例調査し、ノウハウを参考にすべき。 
■インドネシア新海運法やＰＰＰ制度について詳しい方に、ＷＧにおいて講演を依頼。 

 ■新規プロジェクトの発掘について、ＪＩＣＡマスタープラン調査にあるチラマヤ新港開発案件

をテーマとして取り上げ、オール・ジャパンでプロジェクト参入を検討してはどうか。 
 ■また、ジャカルタ首都圏以外の地方港湾についても新規の案件形成を進めるとよい。 
 ■協議会の参加企業に呼びかけ、我が国港湾関連技術について、海外に売り込める技術を整理し

た上で、分野別のロングリストを作成し、相手国へ提示してはどうか。 
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【第 2回ＷＧ】 

日 時）平成２３年３月２５日（金）１４：００～１６：００ 
場 所）日本自転車会館３号館１階ホール 
出席者）民間企業５０名、関係機関１１名、政府関係者１１名 
議 事） 
 ・講演：我が国のＯＤＡについて 

（参議院議員ＯＤＡ特別委員会筆頭理事 藤原良信氏） 
 ・意見交換：我が国ＯＤＡ及び海外展開に向けた政府への期待 
 ・情報提供 
   －インドネシアＷＧの経過報告（港湾局） 
   －他国（中国、韓国、フランス、オーストラリア）における官民共同の実態（港湾局） 
   －インドネシア港湾ＰＰＰの状況について（ＯＣＤＩ） 
   －ＪＩＣＡ開発調査について（ＪＩＣＡ） 
   －ＭＰＡ第 1 回運営委員会について（総合政策局） 
 ・今後の進め方について 
 

■藤原参議院議員より、我が国のＯＤＡの現況や、成長戦略の観点から見たＯＤＡ等に関して講

演の後、海外展開に向けた政府への期待と題して意見交換が行われた。民間企業からは、「民間

提案の尊重」「ＯＤＡ手続きのスピードアップ化」「地域特性を踏まえたＯＤＡの実施」等の意

見が発言され、有意義な時間となった。 
■情報提供においては、コアメンバー会議での提案を踏まえ、「他国の官民共同の実態」、「インド

ネシアＰＰＰ制度」、マスタープラン策定間近の「ＪＩＣＡ開発調査」や、３月に開催された「Ｍ

ＰＡ第 1 回運営委員会」について説明がなされた。 
■最後に、インドネシアＷＧの今後の進め方として、事項の内容が確認された。 

 

 
藤原参議院議員御講演↑ 
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今後のインドネシアＷＧの進め方 

 

 

○首都圏投資促進特別地域（ＭＰＡ）早期実施事業に位置づけられている新港

開発（ＪＩＣＡ開発調査ではチラマヤ新港を想定）については、色のついて

いない新規プロジェクトとして本ＷＧの検討テーマとして取り上げ、国土交

通省がＷＧメンバー企業の意見を集約し、ＭＰＡ技術委員会で発言する等に

より、ＭＰＡのとりまとめに反映させる。 

 

○上記新港開発以外の新規発掘案件についても、調査等の実施により我が国企

業が参画しうる案件形成を推進する。 

 

○相手国政府等への日本技術の売り込みに活用可能な「我が国港湾関連技術ロ

ングリスト」の作成作業を進める。 

 

○上記項目の検討成果を活用する場として、日インドネシア港湾セミナーの開

催を検討する。 

 


